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小学校における金融経済教育の歩みと現在 
～こども NISAの導入で問われる金融経済教育（前編）～ 

 資産運用調査部 主任研究員  鄭 美沙 

 

（要旨） 

○ 2027年 1月から、こどもNISAが始まる。12歳以降は、一定の要件の下で子ども本人の同意

を得て資金を払い出すことができ、18歳になると本人が資産の管理・運用を担うこととな

る。そのため、12歳では、同意のために資金活用に関する基本的な理解が必要であり、18

歳では、資産運用の基礎知識に加え、ライフプランニング等を学ぶ機会が求められる。一

方で、現状は、子どもがこうした知識や判断力を、各年齢段階で十分に身に付けられてい

るとは言い難い。本稿では、小学校における金融経済教育の現状と課題を考察する。 

○ 金融経済教育とは、金融や経済に関する知識を習得し、活用する能力を育む教育である。従

来は「金融教育」という言葉が一般的に用いられていたが、近年は「金融経済教育」が広が

りつつある。消費者教育や法教育等、他の教育分野と重なる部分も多い。 

○ 日本の小学校では、1947年の学習指導要領（試案）から、お使いや小遣いの管理など、お金

に関する学習が取り入れられていた。1950年代には貯蓄や倹約が重視され、その後、高度経

済成長に伴う消費生活の変化などを背景に、消費者としての行動等へと学習内容が広がった。

2000年代には、金融教育を推進する動きが活発化し、総合的な学習の時間などを活用した実

践例もみられるようになった。 

○ 現行の学習指導要領では、家庭科で買い物や金銭の計画的な使い方、社会科で生産や販売、

消費、租税に関する内容等が扱われている。その他の教科にも金融経済教育の要素は含まれ

ているものの、教育費をはじめとする将来の支出について直接的に学ぶ機会は限られている。 

○ こうした内容を学ぶ方策として、(1)総合的な学習の時間(2)家庭での金融経済教育(3)外部機

関との連携が考えられる。(3)は、中立的な教育の提供という課題はあるが、教員の負担軽減

や、職場での教育を通じた親の金融リテラシーの向上といった効果が期待できる。算数など

既存の教科でお金を題材とした学習を充実させることも有効であろう。 

○ こども NISA導入にあたっては、制度の普及と金融経済教育の充実を両輪として進め、すべて

の子どもが金融リテラシーを高められる環境を整えることが望まれる。 
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1. こどもNISA開始で高まる金融経済教育の重要性 

 2027年 1月から「こどもNISA（少額投資非課税制度）」が始まる。10月 1日より口座開設の受

付が開始された。制度の概要は資料 1のとおりである。これまで 18歳以上に限定されていたNISA

の対象年齢が、つみたて投資枠に限って 0～17歳に拡大され、年間投資枠 60万円、非課税限度額

600万円の枠が設定される。 

 
資料 1 こどもNISA等の概要 

 
（注 1）ジュニアNISAの対象年齢は、2022 年末までは 19 歳。 

（注 2）2023 年までにジュニアNISAで投資した商品は、非課税期間（5 年）終了後、自動的に継続管理勘定に移管され、18 歳にな

るまで非課税での保有が継続できる。また、2024 年以降は、年齢や事由を問わず非課税での払い出しが可能となった。 

（出所）金融庁資料より第一ライフ資産運用経済研究所作成 

 

2023年末に終了したジュニアNISAは、非課税保有期間が限定されていたことや、原則 18歳まで

資金を払い出せなかったことなどが、利用実績の伸び悩みにつながったとされる（奥田、2026）。

これに対し、こどもNISAでは、非課税保有期間が無期限となるほか、12歳以降は、資金の使途が

教育費など子どものためのものであり、かつ子ども本人の同意が得られれば、親権者等による払

い出しが可能となる。こうした点で、ジュニアNISAの課題の一部が解消・緩和されている。ま

た、18歳になると、保有資産は子ども本人の成人後のつみたて投資枠へ移行されるため、例えば

アルバイト代や初任給を投資に充てるなど、若年期から投資を始めるきっかけにもなりうる。 

一方で、こどもNISAの導入に伴い、金融経済教育の面では新たな課題も生じる。第一に、12歳

以降の払い出しに際して、子ども本人の同意が必要となる点である。「こどもNISAで積み立てた資

金を教育費等に充てる」ことの意味を本人が理解していなければ、同意の手続きが形式的なもの

にとどまる。つまり、12歳になる頃には、少なくとも教育費をはじめとする将来の支出につい

て、最低限の知識を身に付けておくことが必要となる。 

第二に、18歳になると、口座の管理・運用を本人が担うことになる点である。それまでは親権

者等が管理していた資産について、本人が運用や売却の指図をすることとなる。そのため、高校
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卒業段階で、資産運用の基本的な知識に加え、口座管理や税の仕組み、ライフプランニング等を

学ぶ機会が求められる。 

一方で、現状は、子どもがこうした知識や判断力を、各年齢段階で十分に身に付けられている

とは言い難い。こどもNISAを適切に活用していくためには、金融経済教育の充実が急務となる。

本シリーズでは、前編・後編の 2稿にわたり、子どもに対する金融経済教育の主要な担い手であ

る学校教育の現状や、子どもの金融リテラシーの状況を整理し、こどもNISA開始を踏まえて、今

後求められる対応について考察する。前編となる本稿では、小学校における金融経済教育を取り

上げる。 

 

2. 金融経済教育とは何か 

 まず、金融経済教育とは何かを整理する。金融サービス提供法（注 1）では、金融経済教育は

「適切な金融サービスの利用等に資する金融又は経済に関する知識を習得し、これを活用する能

力の育成を図るための教授及び指導」と定義されている。官民一体で金融経済教育を推進するた

めに設立された金融経済教育推進機構（J-FLEC）をはじめ、近年は公的機関を中心にこの定義が

用いられつつある。 

 従来は「金融経済教育」よりも「金融教育」という言葉が一般的に用いられてきた。例えば、3

年ごとに実施されているJ-FLECの「金融リテラシー調査」（注 2）では、2022 年調査までは「金融

教育」と表記されていたが、2025年調査では「金融経済教育」に変更されている。2024年に金融

経済教育を名称に冠するJ-FLECが設立されており、この頃から「金融経済教育」という呼称がよ

り広く用いられるようになったと考えられる。 

もっとも、2005年に金融庁に「金融経済教育懇談会」が設置されるなど、金融教育と金融経済

教育は以前より併用されていた。また、2007年に金融広報中央委員会が発行した「金融教育プロ

グラム―社会の中で生きる力を育む授業とは―」（注 3）でも、金融教育の分野の一つに「金融や

経済の仕組み」が設定されていた。そのため、近年、金融経済教育という呼称が広がっているの

は、従来の金融教育に経済の領域が新たに加わったからではないと考えられる。金融教育にはも

ともと経済に関する内容は含まれており、金融経済教育という言葉によって、金融と経済社会と

の関わりを学ぶという側面が、より明示的になったといえる。 

ただし、金融教育プログラムには「金融教育において経済教育的な内容を取り上げる場合に

は、金融教育の特徴を生かして、個々人の主体的な生き方につながるように進められることが望

ましい」との記載もある。つまり、金融経済教育として経済を学ぶ際にも、経済を個人の生き方

や価値観、行動に結びつけることが重視されている。この点は、従来の金融教育と現在の金融経

済教育に共通する考え方といえる。 

 

3. 他の教育分野との関連 

 経済教育のほかにも、金融経済教育と重なる教育分野は多い。特に関連が深いのは、消費者教

育だろう。2023年に閣議決定された「消費者教育の推進に関する基本的な方針」では、消費生活



 

 

 

 

4/11 

に関連する教育の一つとして金融経済教育が取り上げられている。そのうえで、「金融リテラシー

は、自立した消費生活を営む上で、必要不可欠であり、消費者教育の重要な要素であることか

ら、金融経済教育の内容を消費者教育の内容に盛り込むとともに、金融経済教育と連携した消費

者教育を推進することが重要である」とされている。 

 このほか、キャリア教育や法教育、情報教育など、金融経済教育と重なる教育は多い。例え

ば、収入を得ることはキャリア教育、金融商品に関する契約は法教育、デジタル金融サービスの

利用は情報教育と重なる。こうした重なりが生じるのは、金融経済教育で育むべき金融に関する

知識や活用能力が日常生活の様々な場面で必要とされるためである。つまり、金融経済教育は、

特定の金融商品や制度に関する知識の習得だけではなく、日々の生活全般に関わる教育といえ

る。 

 

4. 小学校における金融経済教育の変遷 

 本節では、こうした金融経済教育に関わる内容が、小学校の教育にどのように取り入れられて

きたのか確認する。学校の教育課程（カリキュラム）は、文部科学省が定める学習指導要領に基

づいて編成される。最初の学習指導要領は、1947年に文部省が発行した「学習指導要領（試案）」

に遡る。これにおいて、家庭科と社会科において金融・経済に関する記述が既にみられる（資料

2）。家庭科では、家事の手伝いの一環として、「お使い」を通じた買い物やおつりの計算などが取

り上げられている。一方、社会科では、税金の理解のほか、「上手な物の買い方」として、小遣い

や学校で必要な物の値段など、身近なお金の管理について学ぶ内容となっている。 

 

資料 2 1947 年「学習指導要領（試案）」での金融・経済に関する言及例 

家庭科 社会科（第六学年） 

【第五学年】 

単元(六) 家事の手伝い 

A お使 

2 指導の方法 児童の活動 

(2) お使で起しやすい失策、そそうなどを話し合

い、どうすればよいお使ができるかを話し合う。 

ａ 用件の聞き方、伝え方。 

ｂ 買物のし方，配給物の数と勘定。 

ｃ 与えられたお金とおつりの計算。 

ｄ 品物の取の扱い方。 

ｅ 急な場合のお使の要領。 

ｆ 季節や天候による身支度の注意。 

ｇ 道順に就いての注意。 

【第五学年】 

問題九 国家の統治にはどんな施設が必要か。  

(一) 国家の政治機関に関する知識を獲得する。 

14．税の話を読んだり聞いたりする。 

【第六学年】 

問題五 上手な物の買い方には私たちはどんな知

識を必要とするか。 

(四) 小遣い銭の使い方を発見する。 

1. 小遺い銭の出納簿を作って記入を続ける。 

2. お正月、お祭、遠足等の時の小遣い銭の使い方

について話しあう。 

3. 学年や学期のはじめに入用な金額を調べて予算

表を作る。 

4. 学級の催し物に必要な品物を調べ、それを買う

金の出し方、その使い方を話しあったり、実施

したりする。 

（出所）文部省「学習指導要領社会科編（試案）昭和二十二年度」「学習指導要領家庭科編（試案）昭和二十二年度」より第一ライ

フ資産運用経済研究所作成 
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 現在の金融経済教育に関しては、「生活スキルとして最低限身に付けるべき金融リテラシー」を

年齢層別に体系的かつ具体的に整理した「金融リテラシー・マップ」という指標がある。金融リ

テラシー・マップにおいても、小学生が習得すべき内容として、小遣い帳をつけることや工夫し

て買い物ができること、税金の意義等の理解などが挙げられており、1947 年の学習指導要領と共

通する部分がある。つまり、現在の金融経済教育につながる内容は、戦後間もない時期から学校

教育に取り入れられていたといえる。 

1955年および 1956年に公表された学習指導要領の改訂版では、お金に関する記述がさらに充実

する（資料 3）。家庭科では、計画的な金銭の使用や記帳に加え、「貯金をするように努める」こと

が示されている。社会科でも「お金や物をたいせつに使うことが必要である」とされ、1947年よ

りも金銭や物を大切にする態度が重視されている。 

 

資料 3 「小学校学習指導要領」（1955・1956 年）での金融・経済に関する言及例 

家庭科 社会科 

【第 5、6 学年】 

生活管理 - 合理的な生活 

生活の計画化 

· 合理的な生活をするために、生活を計画化する

必要があることがわかる。 

· 生活のむだに気がつき、改善のくふうをする。 

生活の能率化 

· 労力・時間・物資・金銭など、できるだけ有効

に使用することの必要がわかる 

生活管理 - 金銭の使い方 

買物 

· 金銭を計画的に使用する態度を身につける。 

· 買い物がたいせつな仕事であることがわかる。 

· じょうずな買い方がわかる。 

· 買ったものは記帳するようになる。 

貯金 

· 計画的に使うため、不時の必要のために、貯金

がたいせつであることがわかり、貯金するよう

に努める。 

【第 2 学年】 

「近所の生活」 

2 世の中には、自分たちの生活に必要な物資の生

産や輸送に従事している人々のいることを理解さ

せ、それらの人々の労苦を考え、また日常生活に

おける諸物資の利用のしかたについても深い関心

をもつようにする。 

(1)買い物によって手に入れる品物の種類やその買

い方は。家の職業などによって違うこともある

が、使うお金は家の人が苦労して得たものである

から、お金や物をたいせつに使うことが必要であ

る。 

【第 6 学年】 

「日本と世界」 

2（3）国や地方の政治のしくみやきまりは、人々

全体の生活をよくしていくために作られたもので

あることを考え、みんなが選んだ代表者のことや

国民が義務として納める税金のことなどに関心を

もつことがたいせつである。 

（出所）文部省「小学校学習指導要領家庭科編昭和 31 年度」「小学校学習指導要領社会科編昭和 30 年度改訂版」より第一ライ

フ資産運用経済研究所作成 

 

その背景には、当時の貯蓄奨励の動きがあったと考えられる。金融広報中央委員会（2021）

は、戦後の復興には巨額な資金が必要とされ、政府と日本銀行が主導して国民に貯蓄を奨励し、

蓄積された資金は重工業等に優先的に割り当てられたと述べている。こうしたなか、1948年に

は、こども銀行も設置された。こども銀行とは、小中学校の校内で、銀行や郵便局と連携して自

主的に運営されていた貯蓄制度であり、1950年には全国の学校の 30％にあたる 1万校に広がった
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（上岡、2017）。さらに、1952年には、全国一体となって貯蓄を推進するために、金融広報中央委

員会の前身となる「貯蓄増強中央委員会」が設立されている。1955・1956 年公表の学習指導要領

改訂版にみられる貯蓄・倹約を重視する記述には、こうした時代背景が反映されたと考えられ

る。 

ただし、1958年告示の小学校学習指導要領では、1955・1956年ほど貯蓄を強く奨励する記述は

みられなくなる。また、同学習指導要領より「道徳」が教育課程に位置付けられ、道徳でも「も

のや金銭をだいじにし、じょうずに使う」といった内容が扱われるようになった。 

続く、高度経済成長期の 1968年告示の学習指導要領では、家庭科にて「買い物のしかたを考え

たり、金銭収支の記録のしかたを実習したりすること」が示された。社会科では「産業の発展、

社会生活の合理化に伴って、人々の余暇の過ごし方、消費生活のくふうもたいせつな問題になっ

てきていることに気づき、機械化の進む世の中と人間生活との関係に目を開くこと」等が記載さ

れている。ここで初めて、学習指導要領に「消費生活」という言葉が登場する。その背景には、

高度経済成長に伴う消費生活の変化や消費者問題の顕在化があったと考えられる。1968年には消

費者保護基本法が制定されており、こうした社会的な動きと並行して、学校教育においても消費

生活に関する内容が重視されるようになったと捉えられる。 

 その後、1989年告示の学習指導要領では、第 1・2学年に「生活科」が新設され、社会科は第 3

学年から学ぶ教科となった。この時の生活科には、日常生活に必要な買い物や使いができること

などが取り上げられている。家庭科でも「物の選び方や買い方を考えて、適切に購入することが

できること」「金銭の使い方と記録の仕方を工夫すること」等が示された。以降も小学校家庭科で

は、買い物や金銭の計画的な使い方を中心に、金融経済教育に関わる学習が展開されていく。 

一方、社会科では、「地域によって消費生活や生産活動に特色があることや人々の生活の様子は

変化していることを理解できるようにし、地域社会を大切にする態度を育てる」等の記述がみら

れる。戦後間もない学習指導要領では、社会科でも小遣いや買い物について学ぶことになってい

たが、そうした内容は主に家庭科が担うようになり、社会科は、租税の役割に加え、地域社会の

一員として消費生活を理解することなど、社会生活の理解を深めるための内容を扱っている。こ

のように、金融経済教育に関わる内容は、各教科の特性に応じて整理され、役割分担が次第に明

確になっていったと考えられる。 

 

5. 金融教育元年と総合的な学習の時間 

 2000年代から、金融教育を推進する動きが活発化していく。まず、2000 年に公表された金融審

議会答申「21世紀を支える金融の新しい枠組みについて」にて、「金融分野における消費者教育の

推進」が重要な課題の一つに位置付けられた。その後、金融庁の「証券市場の改革促進プログラ

ム」（2002年）では、学校における金融・証券教育の一層の促進が掲げられるなど、消費者教育の

一環としてだけでなく、金融教育そのものを推進する動きがみられるようになった。一連の動き

の背景としては、金融商品およびインターネット取引等の提供方法の多様化に加え、2001年に閣

議決定された「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針」において「貯蓄
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優遇から投資優遇への金融のあり方の切り替え」が示されたことがある。 

そうしたなか、金融広報中央委員会は、ペイオフが全面解禁された 2005年度を「金融教育元

年」と位置付け、学校における金融教育の推進に重点を置いた活動を展開し始めた。その一環と

して、2007年には、学校で金融教育を実践するための指針となる「金融教育プログラム」を発行

した。さらに、2008年の世界金融危機を契機に、個人の金融行動に伴うリスクが、経済全体にも

波及し得ることが浮き彫りとなった。これを受け、国内外で金融リテラシーの向上が重要な政策

課題として認識されるようになり、金融経済教育の必要性は一層高まっていった。 

 前節のとおり、2000年代以降も小学校家庭科では小遣いや買い物など、日常生活に根差した教

育が展開されていた。こうした学習に加え、1998年告示の学習指導要領で新設された「総合的な

学習の時間」においても、金融経済教育の取組みが広がっていく。総合的な学習の時間は、各学

校が地域や学校の実態に応じて、横断的・総合的な学習活動を展開できる時間である。金融経済

教育が特に推奨されたわけではないものの、関心が高まるなかで、総合的な学習の時間を活用し

た実践例もみられるようになった。例えば、金融広報中央委員会の「金融教育ガイドブック～学

校における実践事例集」では、「消費税のひみつを調べよう」という税について考える学習や、

「わたしたちの大根の値段を決めよう!」という価格の決まり方や金銭感覚について学ぶ事例が紹

介されている。 

 また、同事例集では「お小遣いは必要か？学級討論会をしよう」という、金銭の使い方につい

て考え、自ら価値判断する姿勢を育む学習が、国語科で行われた事例も紹介されている。このよ

うに、金融経済教育の内容は、社会科や家庭科に限らず各教科に関連するため、様々な教科の授

業を通じて取り組むことが可能である。実際に、一部の学校では、教科横断的な金融経済教育が

実践されてきたことがうかがえる。 

 

6. 現行の学習指導要領の内容 

 では、現在の小学校では、金融経済教育に関する内容はどのように扱われているだろうか。現

行の学習指導要領は 2017年に告示され、小学校では 2020年度から全面実施されている。まず家

庭科では、買い物の仕組みや消費者の役割、物や金銭の計画的な使い方、購入に必要な情報収集

などが取り上げられている（資料 4）。金融経済教育の中でも、家計管理の分野が主となる。一

方、社会科では、生産や販売、消費のほか租税の役割等に関する内容が取り上げられ、経済教育

や消費者教育との関連が深い分野が中心となる。 

 また、「特別の教科 道徳」にも、従来と同様に、物や金銭を大切にすることや、節度のある生

活をすることが含まれている。さらに、総合的な学習の時間では、取り組む探求課題の例とし

て、「国際理解、情報、環境、福祉・健康などの現代的な諸課題に対応する横断的・総合的な課

題、地域の人々の暮らし、伝統と文化など地域や学校の特色に応じた課題、児童の興味・関心に

基づく課題などを踏まえて設定すること」と明示されている。金融・経済への直接的な記載はな

いものの、金融経済教育も現代的な諸課題に関わる学習として、この枠組みの中で取り組むこと

が可能であろう。 
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このように、金融経済教育に関する内容は、主に家庭科や社会科で扱われているが、その他の

教科にも関連する内容が含まれている。例えば、算数におけるおつりの計算も、日常生活におけ

る金銭の扱い方を学ぶ機会となる。金融経済教育は特定の教科に限られるものではなく、複数の

教科等にその要素が含まれているといえる。 

 

資料 4 「小学校学習指導要領」（2017 年告示）での金融・経済に関する言及例 

家庭科 社会科 

【第 5、6 学年】 

1 内容 

C 消費生活・環境 

（1） 物や金銭の使い方と買物 

ア 次のような知識及び技能を身に付けること。 

（ア）買物の仕組みや消費者の役割が分かり、物

や金銭の大切さと計画的な使い方について理解

すること。 

（イ）身近な物の選び方、買い方を理解し、購入

するために必要な情報の収集・整理が適切にで

きること。 

イ 購入に必要な情報を活用し、身近な物の選び

方、買い方を考え、工夫すること。 

【第 3 学年】 

2 内容 

（2）地域に見られる生産や販売の仕事について、

学習の問題を追究・解決する活動を通して、次の

事項を身に付けることができるよう指導する。 

ア 次のような知識及び技能を身に付けること。 

（イ）販売の仕事は、消費者の多様な願いを踏ま

え売り上げを高めるよう、工夫して行われている

ことを理解すること。 

イ 次のような思考力、判断力、表現力等を身に

付けること。 

（イ）消費者の願い、販売の仕方、他地域や外国

との関わりなどに着目して、販売に携わっている

人々の仕事の様子を捉え、それらの仕事に見られ

る工夫を考え、表現すること。 

【第 6 学年】 

3 内容の取扱い 

ア（中略）国会などの議会政治や選挙の意味、国

会と内閣と裁判所の三権相互の関連、裁判員制度

や租税の役割などについて扱うこと。 

（出所）文部科学省「小学校学習指導要領（平成 29 年 3 月告示）」より第一ライフ資産運用経済研究所作成 

  

7. 小学生に対する金融経済教育の課題と求められる対応 

 以上、小学校における金融経済教育に関する学習の変遷をみてきた。ここで、冒頭に提示した

課題に立ち返りたい。こどもNISAでは、12歳以降、一定の要件の下で資金を払い出すことが可能

となるが、その際には子ども本人の同意が必要となる。つまり、その時点で、子ども自身が教育

費をはじめとする将来の支出について、最低限の知識を身に付けておくことが必要となる。 

一方、これまでみてきたとおり、小学校の家庭科や社会、道徳では、こうした内容が直接的に

扱われているわけではない。また、金融経済教育は各教科の学習内容の一部であり、それぞれの

教科で学ぶ内容も多いことから、限られた授業時間のなかで金融経済教育をさらに拡充すること

は容易ではないだろう。そのため、既存の教科での学習に加え、（1）総合的な学習の時間の活

用、（2）家庭での金融経済教育、（3）外部機関との連携が、必要な知識や判断力を養う方策とし

て重要となる。以下、順にみていく。 
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（1）総合的な学習の時間 

まず、総合的な学習の時間で金融経済教育に取り組むメリットの一つは、学習内容を柔軟に設

定できることである。例えば、東京都教職員研修センター（2015）では、総合的な学習の時間に

おける「私たちにかかるお金はいくら」というテーマの指導計画例が紹介されている。この計画

では、中学校入学までにかかる費用を計算することを通じて、金銭に関する知識や感覚を身に付

けることなどを目標としている。このように、こどもNISA導入を契機として、教育費をはじめと

する将来必要となるお金について学ぶ機会を設けることも意義があるだろう。 

 一方、課題もある。総合的な学習の時間は学校ごとに学習内容を設定するため、金融経済教育

への取組状況に学校間で差が生じる可能性がある。また、新たな内容を取り入れる場合、教える

側の負担が増えることも懸念される。さらに、教育費をはじめとする家計の負担は家庭によって

異なるため、グループワークなどを通じて、家庭の経済状況の違いが表面化する可能性もある。

子どもへの心理的な影響や、教員に求められる配慮などを踏まえると、慎重な取り扱いが必要な

テーマとなり、学校として扱いづらい面がある。加えて、こどもNISAそのものを取り上げる場合

には、限られた授業時間の中で、利用者が一部児童生徒にとどまる制度を扱うことの妥当性につ

いて、慎重な検討が求められるだろう。 

 

（2）家庭での金融経済教育 

家庭での金融経済教育には、各家庭の状況に応じた内容を教えられるというメリットがある。

日々の買い物や家計のやりくり、将来の教育費の準備など、子どもにとって身近で実践的な学び

につながりやすい。一方で、金融経済教育を行うかどうかや、その内容は親の金融リテラシーや

関心に左右される。そのため、家庭によって学習機会や身に付けられる知識、お金に対する価値

観等に差が生じる懸念がある。 

 

（3）外部機関との連携 

学校と外部機関との連携や、家庭での金融経済教育を促進する取組も重要となる。既に金融経

済教育推進機構（J-FLEC）や民間企業は、学校現場の金融経済教育を支援する取組を進めてい

る。例えば、総合的な学習の時間に外部講師を活用することで、専門的な知識を取り入れなが

ら、教員の教材準備などの負担を軽減することが期待できる。また、職場での金融経済教育の充

実は、親世代の金融リテラシーの向上を通じて、家庭における子どもの金融経済教育にも好影響

を及ぼす可能性がある。 

 現行学習指導要領では「社会に開かれた教育課程」が理念として掲げられており、その趣旨の

一つは「地域と連携・協働しながら目指すべき学校教育を実現すること」となっている。ここで

いう「地域」には、民間企業も含まれる。2026年 10月に公表された次期学習指導要領に向けたと

りまとめでは、「社会に開かれた教育課程」の実質化が挙げられており、「探究学習など多様な教

育活動を展開する上で、地域との連携・協働は不可欠な基盤となる」と明記されている。こうし

た方向性を踏まえれば、今後の金融経済教育においても、金融機関をはじめとする民間企業など
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が、学校との連携を一層深めていくことが期待される。 

 ただし、外部機関による金融経済教育には、中立性の確保が求められる。特定の商品・サービ

スの紹介に偏らない教育活動は、企業側にとっては直接的な利益につながりづらい。そのため、

各企業が自社の事業や理念を踏まえ、金融経済教育に取り組む意義や社会的な役割を明確にする

ことが重要となるだろう。 

 

8. 制度の普及と金融経済教育の充実を両輪に 

こうした取組みに加え、制度の利用場面に応じた教育機会の提供や、既存の学校教育そのもの

の充実も重要となる。現在、金融機関では、こどもNISA開設に向けた積極的なキャンペーンが展

開されている。制度開始後は、子ども自身の制度への理解を深めるとともに、親権者の適切な活

用を後押しする取組みも期待される。前述の学校での金融経済教育への参画強化に加え、12歳以

降の払い出し同意時に活用できる子ども向け教材の充実など、金融機関が金融経済教育の機会を

提供する役割は、これまで以上に重要となる。 

 また、既存の学校教育のさらなる充実としては、例えばイングランドでは、小学校の算数にお

いて、金融経済教育が取り組まれている。前述のとおり、日本でもおつりの計算などが扱われて

いるが、イングランドでは、ナショナル・カリキュラム（教育課程）において、硬貨や紙幣の価

値を理解することや、ポンドやペンスで表される金額を比較、計算することなどが具体的に示さ

れている。カリキュラム全体を通して“money”という単語が多く使われており、お金を題材とし

た学習が明示的に組み込まれている。 

一方、日本の算数でもお金を用いた計算は扱われているものの、金融経済教育との関連が必ず

しも明確に位置づけられているわけではない。しかし、お金は数字や計算を学ぶうえで、子ども

にとって身近な題材の一つである。また、小学校高学年では、割合の学習を応用して利息の計算

を行うことも可能であり、金利や利回りの基本的な仕組みに対する理解を促すことができる。新

たに金融経済教育の時間を設けなくても、既存の学習内容における題材や説明の仕方を工夫する

ことで、金融経済教育の要素を取り入れることは可能である。このように、家庭科や社会科にと

どまらず、幅広い教科で金融経済教育を充実させることも重要と考えられる。 

こどもNISAの導入は、子ども自身がお金の使い方や将来の資金について考える必要性を、改め

て浮き彫りにするものといえる。制度の普及と金融経済教育の充実を両輪として進め、すべての

子どもが金融リテラシーを高められる環境を整えることが望まれる。 

 

以 上 
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【注釈】 

1) 金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律（第 86条）。 

2) 金融リテラシー調査は、2016年から 3年おきに実施されている。2022年調査までは金融広報中

央委員会が、2025年からはJ-FLECが調査主体。 

3) 金融教育プログラムは 2007年に発行後、2016年と 2023年に改訂されている。 
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